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＜行財政改革・地方分権の推進＞ 

４１ デジタル社会の実現に向けたＤＸの推進について  

（デジタル庁、総務省、経済産業省、厚生労働省）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（背景）  
〇 本県では、2020 年 10 月に知事を本部長とする「愛知県ＤＸ推進本部」

を立ち上げ、同年 12 月には「あいちＤＸ推進プラン 2025」を策定した。 

 また、産業分野のデジタル人材育成については、同年 9 月に「デジタル人

材育成ワーキンググループ」を設置した。 

愛知県のデジタル化・ＤＸを推進するため、官民におけるＤＸ推進が必

須という認識のもと、県行政のみならず、県内企業のデジタル化、デジタ

ル人材の育成とバランスを取りながら、官民の取組を車の両輪として推進

している。 

 

【内容】 

(1) 自治体情報システムの標準化・共通化及び行政手続のオンラ

イン化は、業務の効率化はもとより住民の利便性向上に繋がる

ものであり、地方自治体が確実に取組を推進することができる

よう、的確な情報提供を行うこと。 

   また、各省庁において、個別にシステム構築や行政手続のオ

ンライン化を実施する場合においても、適宜、情報提供を行う

とともに、地方自治体の業務プロセスやシステム運用の実態を

踏まえ、地方自治体や利用者の負担が増加することのないよ

う、効率的に進めること。 

 

(2) 革新的なデジタル技術を活用して、新たな価値の創出や社会

課題の解決等に取り組む事業者に対する、新製品・サービスの

開発や実証実験に係る支援や税財政上の優遇措置など、地域に

おけるイノベーションや魅力的な産業創出を図るための支援

制度を充実すること。とりわけ、中小企業・小規模事業者がデ

ジタル技術を導入する意識付けやスムーズな導入ができるよ

う普及啓発を図るとともに、人的・税財政的な支援の強化を図

ること。 

 

(3) ＤＸの推進を人材育成面から支援するため、民間のニーズを

踏まえた在職者向けの研修・講習の実施など、デジタル技術を

利活用できる人材の育成を行うとともに、地方自治体等が実施

する事業に必要な財政措置を講ずること。 
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〇 国では 2021 年 12 月、「デジタル社会の実現に向けた重点計画」におい

て、デジタル社会の実現のために重点的に実施すべき施策等が示され、デ

ジタル庁を司令塔として取組が推進されており、更には「全国どこでも誰

もが便利で快適に暮らせる社会」を目指すという基本的な考え方の下で、

デジタル田園都市国家構想の基本方針が 2022 年 6 月に閣議決定されてい

る。  
 また、地方自治体関連の各施策については、「自治体ＤＸ推進計画」に

おいて、地方自治体が重点的に取り組むべき事項を具体化するとともに、

2021 年 7 月には「自治体ＤＸ推進手順書」により、一連の作業手順等が

示されている。  
さらに、各省庁においても、所管する行政手続のオンライン化や、それ

に伴うシステム構築の検討が進められており、これらの動きに地方自治体

も適切に対応していく必要があるが、詳細が不明なものや、申請・届出等

とは別に自治体において手数料収納が必要となるもの、地方自治体の既存

システムとの連携が必要となるもの等、実施に向けての懸念もある。  
 
○ ＡＩ、ＩｏＴ、ビッグデータ等による第４次産業革命の進展や自動車産

業におけるＣＡＳＥ・ＭａａＳの動きなど、競争力の源泉としてデジタル

技術の重要性が非常に高まっている中、本県では、自動運転やロボットな

ど、当地域の強みであるモノづくりとデジタル技術を融合した革新的技術

の社会実装に向けた取組や、中小・小規模企業におけるデジタル技術の導

入支援、国内最大級のスタートアップ支援拠点「STATION Ai」プロジェク

トによるスタートアップ・エコシステムの形成など、愛知発のイノベーシ

ョン創出に向けた施策に全力をあげている。 

  こうした地域の先駆的な取組が一層進展するよう、国家戦略特区制度な

どによる規制緩和や、ＤＸ投資促進税制・ＩＴ導入補助金といった税財政

上の優遇措置の充実を図るとともに、中小・小規模企業を含め、産業競争

力の強化に向けたＤＸの重要性を広く浸透させていく必要がある。 

 

○ 2030 年には全国で 45 万人（中位推計）のデジタル人材が不足すると予

測されるなど、人材不足が懸念され、その人材もユーザー企業側（デジタ

ル技術活用側）に少なくＩＴベンダーに偏在している。これらの状況下で

デジタル技術を使用して製造業を始めとする産業のデジタル化・ＤＸを推

進する人材の育成が求められる。  
 

（  参  考  ）  

策定趣旨 県におけるＩＣＴ利活用・ＤＸ推進の今後の展開の指針を示す
位置付け 「あいちビジョン2030」や「あいち行革プラン2020」の取組をＩＣＴの 利活用により加速させ、ＤＸを推進する。
計画期間 ５年間（2021～2025年度）

視点・柱 主要取組事項

①県行政の効率化・ＤＸの推進
（ の利便性向上）

１ 先進的なＩＣＴを取り入れた業務変革

２ ＩＣＴ環境のモバイル化

３ 行政手続のデジタル化

②データの活用 ４

③県域ＩＣＴ活用支援 ５ 県全体の情報化の推進

④デジタル人材育成 ６ デジタル人材の育成

「あいちＤＸ推進プラン2025 ～デジタルで生まれ変わる愛知～」の概要
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＜行財政改革・地方分権の推進＞ 

４２ 地方税財源の確保・充実について 

（総務省、財務省） 

 

 

 

 
 

  

 

 

（背景） 

○ 「経済財政運営と改革の基本方針 2021」では、2022 年度から 2024 年度までの 3 年間、地

方一般財源総額について、2021 年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を

確保するとされたが、団塊の世代が 75 歳以上に入り始め、社会保障関係費の増加に拍車がか

かることから、これまでのように他の歳出の削減や行政改革等で吸収していくことは極めて

困難である。ついては、2023 年度以降において同水準にとどまらず確実な充実を図るべきで

ある。 

〇 本年度の県税収入は、法人二税の増収を見込むものの、県税全体としては、新型コロナウイ

ルス感染症の影響が拡大する前の水準を回復するには至っていない。また、今後は、ウクラ

イナ情勢や、原油価格・物価高騰、円安の動向等が税収に与える影響が懸念される。一方、

歳出面においては都市部の高齢化の進展に伴い、社会保障関係費の増加が見込まれ、本県の

財政運営は厳しい状況が続くことが予想される。また、2023 年度は地方公務員の定年引上げ

に伴う影響が生じることから、地方財政措置の内容について、早期に示される必要がある。 

〇 本県では、2008 年秋のリーマン・ショックの後、2 年間で 5,000 億円という急激なかつ大

幅な税収減に見舞われたが、毎年度徹底した行財政改革に取り組みつつ、地方交付税や臨時

財政対策債などの特例的な県債を活用することで財政運営を行ってきた。 

 

 

【内容】 

  地方の安定的な財政運営に必要な地方一般財源総額については、社会保障

関係費の一層の増加を踏まえ、確実な充実を図ること。 

  地方の歳出や税収の動向を的確に把握し、地方交付税総額を増額するとと

もに、臨時財政対策債を抑制し、廃止すること。 

  財政融資資金などの公的資金を極力確保するなど、地方債の円滑な資金調

達のための支援策を講じること。 

  地方間での財源の取り合いではなく、地方税を充実させ、地方の役割に見

合った税財源を確保すること。 

  ふるさと納税について、返礼品や控除方法などの更なる見直しを行うこと。 
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○ 臨時財政対策債残高及び償還額の累増は、地方財政全体の持続可能性の観点からも大

きな課題となっている。2022 年度地方財政計画では臨時財政対策債が大幅に縮減されて

いるが、さらに、地方交付税総額を増額するとともに、地方交付税法の本来の姿に立ち

戻り法定率の引上げ等により交付税原資を拡充し、廃止するべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 経済・金融市場における先行きの不確実性が高まる状況においても、地方債資金を長

期・低利に調達していくことが重要である。このため、国においては、財政融資資金を

はじめとする公的資金を可能な限り確保することが求められる。なお、本県では、脱炭

素化社会の実現を見据え、投資家層の拡大により安定的な資金調達を実現し、環境改善

効果のある事業を着実に推進していくとともに、持続可能な地域づくりへの関心を一層

高めていくため、グリーンボンドを発行する。 

○ 地方税制については、地方法人課税制度のあり方がこれまでに何度も見直されてきた

が、根本的な問題は、明治以来、一向に止まることのない東京一極集中の流れである。

国においては、これまでのような地方間での財源の取り合いではなく、地方税を充実さ

せ、地方の役割に見合った税財源を確保するとともに、日本全体を活性化させ、税収全

体のパイを拡大させることが重要である。 

○ ふるさと納税制度本来の趣旨に沿った、被災地への支援などへの活用は、「尊い志」

を具現化する大変意義深いものであり、本県もふるさと納税制度を活用し、新型コロナ

ウイルス感染症患者受入れ入院医療機関の医療従事者を応援する寄附や、ウクライナか

らの避難を余儀なくされ、愛知県内で避難生活を送られる方々を支援する寄附をお願い

している。一方で、返礼品競争に対しては、2019 年度税制改正の見直しでは、まだ不十

分であり、返礼割合を寄附額の１割までとするなど、根本的な解決を図るべきである。 

※１  2020 年度までは決算額、2021 年度は最終予算額、2022 年度は当初予算額。    

※２  括弧書きは、地方法人特別譲与税（2009 年度～2019 年度）及び特別法人事業譲与税（2020 年度～）を含めた額。 

（億円） 
<参考>愛知県の県税収入等の推移 
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４３ まち・ひと・しごと創生について 

（内閣官房、内閣府） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
（背景） 
○  本県では、２０２０年３月に、２０６０年に７２０万人程度の人口を確保

するとした第２期「人口ビジョン」と、その実現に向けた５か年（２０２０

～２０２４年度）の第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（２０２２年

３月改訂）を策定し、地方創生の実現に向けた取組を、継続的に進めること

としている。  
 

○ 我が国の人口が減少する中にあって、本県の人口は増加を続けていたが、  

２０２０年に、本県調査開始以来、初めて減少に転じ、２０２１年も前年に引き

続き減少となった。さらに、本県の人口移動の状況を見ると、男女ともに東京圏

（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）を中心に転出超過の状況にあり、特に女

性については、就職時にあたる２０代前半を中心として、転出超過が顕著となっ

ていることから、こうした若年女性の東京圏への転出超過を抑制することが、本

県の地方創生の大きな課題となっている。 
 

○ 第２期においても、長期的な人口の維持を図る「人口ビジョン」の実現に向け

た取組を切れ目なく推進していくためには、引き続き、国による情報・人材・財

政面での支援が不可欠である。  

 
○  デジタル田園都市国家構想交付金に統合される地方創生推進交付金につい

ては、長期計画で、１／２の地方負担を求めるものにも関わらず、事業申請要

件等詳細が申請期限近くまで示されないことから、事業の効率的な実施や計画

的な事業の設計が困難となっている。  
 

 

【内容】 

(1) 県・市町村の第２期「まち･ひと･しごと創生総合戦略」の着実な推進

について、総合的な支援を図ること。 

(2) 「デジタル田園都市国家構想交付金」に統合される「地方創生推進

交付金」については、地方の創意工夫を最大限に生かし、地域の実情に

応じた施策に活用できるよう、必要な財源を継続的に確保するととも

に、制度運用を柔軟なものとすること。 

＜地方税財政・地方分権改革の推進＞ 
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○  
 

○  また、条件不利地域における市町村においては、同交付金の申請要件のうち

官民協働及び地域間連携を満たすことが難しくなっているため、要件の緩和が

求められている。  
 

 

（ 参 考 ）  

 

 

 

 

 

 

 

【男性】 【女性】 

愛知県と地域ブロック別の転出入状況（日本人・年齢５歳階級・男女別）（2021 年） 

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」（2021 年） 
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４４ 地方分権改革の推進について  

（内閣官房、内閣府、総務省）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（背景） 

○ 地方分権改革は、住民に身近な行政はできる限り地方に任せることで、

国は、国家の存立の根源に関わるもの、国家的危機管理、真に全国的な視

点に立って行わなければならないものなどに国家機能を集約し、国と地方

の役割分担を徹底して見直す取組である。自らの判断により、地域づくり

ができるよう、改革を推進することが必要である。 

○ 地方分権改革に関する提案募集について、２月から６月上旬にかけて地方か

らの提案が募集され、現在、内閣府において関係府省との調整が行われている。

その際には、地方からの提案をいかに実現するかという基本姿勢に立って、

【内容】 

(1) 地方分権改革の推進は、地域が自らの発想と創意工夫により
課題解決を図るための基盤となるものであり、地方創生におい
て極めて重要なテーマである。このため、国から地方への権限
移譲や義務付け・枠付けの見直し等を進め、地方の自主性・自
立性を高めるものとすること。 

(2) 地方分権改革に関する提案募集により、本年度分の提案が地
方から提出されているが、これらの提案については、地方分権
改革有識者会議等も有効に活用しつつ、関係府省と十分な調整
を行い、できる限り提案の実現を図っていくこと。 
 また、昨年 12 月に閣議決定された「令和３年の地方からの
提案等に関する対応方針」において、引き続き検討するとされ
たものについては、政府全体として適切なフォローアップを実
施し、地方の意見を十分に反映して、具体的な検討と調整を進
めること。 

(3) 国から地方への権限移譲について、移譲される事務・権限を
地方が円滑に執行できるよう、確実な財源措置を講じ、その内
容を明確にするとともに、技術的助言等必要な支援を実施する
こと。  

(4) 「従うべき基準」をはじめとした義務付け・枠付けの見直し
など地方に対する規制緩和等を推進し、地方が自らの判断と責
任において施策を実施する仕組みに改めること。 

(5)  国と地方の役割分担に見合うよう、国から地方への大幅な税
源移譲を実現すること。 

(6)  道州制の基本的な理念や方針、導入に向けた工程などを定め
た基本法を、国民的な議論を喚起しながら、早期に制定し、地
方分権改革の究極の姿として道州制の実現を図ること。 
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着実かつ強力に進められるべきである。 

昨年の提案については、昨年 12 月 21 日に、「令和３年の地方からの提案等

に関する対応方針」が閣議決定され、内閣府と関係府省との間で調整が行われ

た地方からの提案 160 件のうち、145 件が「提案の趣旨を踏まえ対応」、２件が

「現行規定で対応可能」とされた。「提案の趣旨を踏まえ対応」とされたもの

の一部は第 12 次一括法により措置されたが、その他の中には、引き続き検討

を行うとされたものもあり、現時点において実質的には提案の実現に至ってい

ないものが多数含まれている。 

○ 国から地方への権限移譲については、移譲に伴う確実な財源措置を講じ、

その内容を明確にするとともに、技術的助言やマニュアルの整備、研修など

の支援の実施が必要である。 

○ 新規立法により、地方が実施しなければならない事務事業の増加や「従

うべき基準」の新設といった状況が生じていることから、新たな事務事業や

義務付け・枠付けが必要最小限のものとなるための仕組みを構築することが

必要である。 

○ 道州制は、広域自治体のあり方を見直すことで、国と地方の双方の政府を

再構築しようとするものであり、その導入は地方分権を加速させ、国家とし

ての機能を強化し、国と地方を通じた力強く効率的な政府を実現するもので

ある。 
 

  
 

提案概要 

都道府県健康増進計画等における計画期間を 10 年間から、他の関連計画の見直し時

期とずれが生じない 12 年間とする 

国民健康保険保険者努力支援交付金（事業費分）の交付基準を明確化するとともに

申請方式・様式を見直す  

国民健康保険特別調整交付金のメニュー、申請書類を分野ごと統合する等、交付申

請を簡素化する 

国民健康保険療養給付費等負担金・普通調整交付金の交付申請額算定について、過

去に提出したデータから自動計算されるようにする等、事務を簡素化する  

学校施設環境改善交付金申請に必要な施設整備計画の作成について、長寿命化計画

の策定及び建築計画の提出で足りるものとする  

子ども読書活動推進計画について、「教育振興基本計画」や自治体が定める「総合計

画」等の上位計画への統合を可とする  

 
 
  

提案概要 

国土利用計画法に基づく土地売買等届出制度における提出書類の簡素化のうち「土

地の位置を明らかにした縮尺五万分の一以上の地形図」について提出の省略を可能

とするもの  
※ 同制度における提出書類の簡素化のうち、一団の土地において複数の契約を締

結した場合には、地方公共団体が適切と認めるものについては、土地売買等届出

書を一枚にまとめることで差し支えないこととされ、令和３年度中に通知された  
 

（ 参 考 １ ） 本 県 の「地 方 分 権 改 革 に関 する提 案 募 集 」に対 する提 案 （令 和 ４年 ） 

令 和 ３年 本 県 提 案 で「提 案 の趣 旨 を踏 まえ対 応 」とされたもののうち実 質 的

には提 案 の実 現 に至 っていないもの 
（ 参 考 ２ ） 


